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本研究の目的

(1)「持続可能性」と「主観的幸福度」指標に関す
る理論的･実証的研究

(2)幸福度と持続可能性を支える「客観的条件」、
とりわけ自然資本との関わりの研究

(3)持続可能性を保持しつつ主観的幸福度を高
めるような社会経済システムのあり方の研究



本年度の研究の進展状況

【1】第1回環境省打合せ：2011年4月21日(木)、16時～、環境省環境計画課

【2】第1回定例研究会(外部講師を招聘しての勉強会)： 2011年5月26日(木)、13:30
～、京都大学(講師：牧野松代先生[兵庫県立大学]、大橋照枝先生[東北大学])
【3】第2回定例研究会：2011年7月29日(金)、10～12時、京都大学、山下先生、林
先生よりそれぞれご報告

【4】第2回環境省打合せ：2011年11月28日(月)、午後1時～3時、環境省環境計画
課

【5】第3回定例研究会：2011年11月28日(月)、15:30～17:30、京都大学、國光先生
ご講演

【6】第4回定例研究会：2012年1月10日(火)、17:00～20:00、メルパルク京都、①諸
富研究報告、②柳下先生チーム欧州調査報告、③報告書作成にの打合せ

【7：予定】幸福度および持続可能性指標に関するワークショップ：2012年3月
13日(火)、13:00～17:00、上智大学、①研究報告(2時間30分)、②コメント(草郷孝
好関西大学社会学部教授＆田崎智宏国立環境研究所資源循環廃棄物研究セ
ンター主任研究員、30分)、③総合討論(50分)



本研究の成果

(1) 「主観的幸福」と「持続可能性」について理論的概念
整理を行なうとともに、実証研究を通じてその規定要
因を明らかにした(第2章＆第3章)。

(2) 欧州･国際機関における持続可能性／幸福度指標
に関する研究を、複数の現地調査を通じて徹底的に
調査し、指標開発の最新情報を体系的に整備したほ
か、独自の指標案を提示した(第4章＆第5章)。

(3) マクロ指標ではSEEA、ISEW等の代替指標の検討を
行い、これらの指標について独自の試算を行ない、
指標案の提示も行なった(第6章)。

(4) これらを通じて、持続可能性戦略策定の必要性を提
起した(第5章)。



政策的インプリケーション

(1)我々の福祉水準に、人的資本、社会関係資本、自然資本、そして
人工資本といった様々なストック水準が影響を与えていることを改
めて確認

(2)われわれが真の豊かさを把握し、それを向上させるための公共政
策を実施したいと考えるならば、既存の社会経済指標に加えて、
主観的幸福度を含めた、幸福度指標、持続可能性指標、そして
GDP代替マクロ指標の充実が必要になる

(3)たんに現時点の福祉水準だけでなく、それが時間軸でみて持続可
能かどうかをつねに検証しながら、政策を実施すべき

(4)そのためには、経済的条件のみならず、非経済的条件についても
持続可能性に関する情報を創出・整備していかなければならない
し、それに基づいて、我々の社会が持続可能な経路に乗っている
かどうか検証して政策にフィードバックする仕組みを構築する必要
がある

(5)現時点では、正確な定量的把握は困難でも、世界の研究動向と応
用状況を把握し、より良い指標の開発と、それを指針とする公共
政策の実施準備を進めるべき



「持続可能な発展」と「主観的幸福」を
めぐる理論的･概念的研究(第2章)

• 昨年度と比べて、経済学を中心としつつ心理
学にもまたがって、大幅に研究サーベイと理
論的枠組に関する研究を進展させた

• これによってほぼ、この問題をめぐって世界
的に何が課題となっており、何が未解決とし
て残されているのかを整理するが可能に

• 今後の議論の方向性や、指標研究の方向性
について示唆を得られたほか、本研究にとっ
ての残された課題も明確になった



主観的幸福度とその決定要因(第3章)

• 昨年に引き続いてウェッブアンケートに基づ
いてサンプル収集する中から、直接質問を行
なう方法で、統計学的な分析を通じて主観的
幸福の決定要因に関する分析を深めた

• その結果、住環境や居住地の自然環境の重
要性が浮かび上がってきた。ただ、ウェッブア
ンケートの制約もあり、幸福度や生活満足度
に関する主観的情報の体系的な収集と整備
の必要性も明らかとなった



持続可能性指標に関する研究(第4章)

• 国際機関および各国の持続可能性指標の開
発・整備・運用状況を詳細に調査。その結果、
本報告書に記載された内容は、現在の世界
各国の動向をほぼ網羅的に把握するための
基礎情報になった

• また、OECDから指標提案がなされたので、そ
れを受けて本研究ではそれを批判的にレ
ビューし、OECDとは異なる新しい指標群の提
案を行った









GDP代替・補完指標の検討(第6章)

• GDPに代わるマクロ指標として開発された指標を
紹介し、SEEA、ISEWを取り上げて、その構造と特
徴、有効性を検証

• フランス・オランダへの現地調査によって、この
点に関して国際的にも先駆的な試みを行なって
いる研究機関・研究者にインタビューし、彼らが
行っている研究の最新動向を調査

• ISEWに着目し、その独自推計を行ない、単純に
ナショナル・レベルで推計するのではなく、地域
特性を把握して農村と都市に分けたISEW推計を
試みた







「持続可能な発展」を支える経済社会
システムと、それを可能にする政策手

法の研究(第5章)
• フランス、ベルギー、デンマーク、イギリスで現地調査
を行い、EU及び各国における持続可能性指標／幸福
度指標研究・活用の実態と、その政策決定過程およ
び合意形成過程への活用について重要人物へのイン
タビューを行ったほか、スティグリッツ委員会報告書公
表後の動向についても調査を行った

• その結果、これら指標群を活用しつつ、環境、経済、
社会の各側面を統合した「持続可能性の向上または
確保のための戦略」とも呼べるものが各国で策定・活
用されていることが分かった。わが国でも同様の戦略
策定、そして、その政策指針化が必要である



残された研究課題


